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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　予め加工されたオーブン加熱用料理を含有する受け器と、容器がその中に配置されてい
る末端開放型包装用チューブまたはスリーブと、を含むシールされた容器であって、前記
包装材の第１の部分はヒートシールされており、前記容器をシールし、前記包装材の第２
の部分は、前記オーブン加熱用料理の料理サイクルの前に、前記第１の部分から分離する
ことができることを特徴とするシールされた容器であって、前記チューブは、ヒートシー
ル可能な多層ポリマーフィルムの壁を含む末端開放型チューブであって、前記フィルムは
外側の収縮性基材層と内側のヒートシール可能な層を含み、前記基材層は５５から１００
℃の温度範囲にわたって０から５０％のチューブ縦寸法の収縮度、および５５から１００
℃の温度範囲にわたって５から７０％のチューブ横寸法の収縮度を有し、前記多層フィル
ムは、前記フィルムの１つの多層部分が、前記フィルムの隣接する多層部分から分離でき
るようにする複数の分離手段を含むことを特徴とシールされた容器。
【請求項２】
　１００℃での縦寸法に対する横寸法の収縮比が、１：１から１０：１の範囲であること
を特徴とする請求項１に記載のシールされた容器。
【請求項３】
　１００℃での縦寸法に対する横寸法の収縮比が、１：１より大きいことを特徴とする請
求項１または２に記載のシールされた容器。
【請求項４】
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　前記基材層は、５５から１００℃の温度範囲にわたって０から１０％のチューブ縦寸法
の収縮度、および５５から１００℃の温度範囲にわたって５から２０％のチューブ横寸法
の収縮度を有することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載のシールされた
容器。
【請求項５】
　前記基材はポリエステルを含むことを特徴とする請求項１から４のいずれか１項に記載
のシールされた容器。
【請求項６】
　前記基材は、ポリ（エチレンテレフタレート）または主要な反復単位がエチレンテレフ
タレートであるコポリエステルを含むことを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に
記載のシールされた容器。
【請求項７】
　前記基材層はテレフタル酸（ＴＰＡ）およびイソフタル酸（ＩＰＡ）と、脂肪族および
環状脂肪族ジオールからなる群から選択される１種または２種以上のジオールとのコポリ
エステルを含み、テレフタレートポリエステル単位に対するイソフタレートポリエステル
単位のモル比が、１から４０モル％のイソフタレートと９９から６０モル％のテレフタレ
ートであることを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載のシールされた容器。
【請求項８】
　前記ジオールはエチレングリコールであることを特徴とする請求項７に記載のシールさ
れた容器。
【請求項９】
　前記基材層は、実質的に１８モル％のエチレンイソフタレートと８２モル％のエチレン
テレフタレートを含むコポリエステルを含むことを特徴とする請求項７または８に記載の
シールされた容器。
【請求項１０】
　前記基材は２個または３個の別々の層を含むことを特徴とする請求項１から９のいずれ
か１項に記載のシールされた容器。
【請求項１１】
　前記２層の基材は第１の層Ａと第２の層Ｂを含み、前記層Ｂのポリマーは請求項７から
９のいずれか１項に提示したコポリエステルを含み、前記層Ａのポリマーはテレフタル酸
と２種以上の脂肪族グリコールとのコポリエステルを含み、前記層Ａは前記ヒートシール
可能な層と接して配置されていることを特徴とする請求項１０に記載のシールされた容器
。
【請求項１２】
　前記３層の基材はＡＢＡ構造体を含み、前記層Ｂのポリマーは請求項７から９のいずれ
か１項に提示したコポリエステルを含み、前記層Ａのポリマーはテレフタル酸と２種以上
の脂肪族グリコールとのコポリエステルを含むことを特徴とする請求項１０に記載のシー
ルされた容器。
【請求項１３】
　前記層Ａのコポリエステルの脂肪族グリコールはエチレングリコールおよび１，４－シ
クロヘキサンジメタノールであることを特徴とする請求項１１または１２に記載のシール
された容器。
【請求項１４】
　前記層Ａのコポリエステルは３０～３５モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール
と６５～７０モル％を有するコポリエステルであることを特徴とする請求項１３に記載の
シールされた容器。
【請求項１５】
　前記ヒートシール可能な層は芳香族ジカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸およびグリコー
ルのコポリエステルを含むことを特徴とする請求項１から１４のいずれか１項に記載のシ
ールされた容器。
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【請求項１６】
　前記ヒートシール可能な層の前記コポリエステルはテレフタル酸、セバシン酸およびブ
チレングリコールを含むことを特徴とする請求項１５に記載のシールされた容器。
【請求項１７】
　前記コポリエステルはブチレングリコールと、５０％のテレフタル酸および５０％のセ
バシン酸とのコポリエステルであることを特徴とする請求項１６に記載のシールされた容
器。
【請求項１８】
　前記フィルムは、ヒートシール可能な層に接している表面の反対側の基材の表面上に配
置された印刷可能もしくはインク受け入れ層をさらに含むことを特徴とする請求項１から
１７のいずれかに記載のシールされた容器。
【請求項１９】
　前記印刷可能もしくはインク受け入れ層のポリマーは、アクリル系および／またはメタ
クリル系ポリマー樹脂であることを特徴とする請求項１８に記載のシールされた容器。
【請求項２０】
　前記印刷可能もしくはインク受け入れ層ポリマーは、３５から６０モル％のエチルアク
リレート、３０から５５モル％のメチルメタクリレートおよび２から２０モル％のメタク
リルアミドを含むことを特徴とする請求項１８に記載のシールされた容器。
【請求項２１】
　前記ヒートシール可能な多層フィルムは剥離が可能であることを特徴とする請求項１か
ら２０のいずれか１項に記載のシールされた容器。
【請求項２２】
　前記分離手段のそれぞれは実質的にその縦寸法に平行であるチューブのある寸法に沿っ
て伸びる一組もしくは二組のミシン目を含むことを特徴とする請求項１から２１のいずれ
か１項に記載のシールされた容器。
【請求項２３】
　２つの分離手段が存在することを特徴とする請求項１から２２のいずれか１項に記載の
シールされた容器。
【請求項２４】
　包装用スリーブは、容器の開放端部を覆うシールを形成するふた部分と、前記容器の相
対する側面および下部側を囲む基礎部分を含み、前記基礎部分と前記ふた部分は２つの分
離手段によって分離されており、かつ２つの分離手段によって分離することが可能であり
、各分離手段は、その縦寸法に実質的に平行であるスリーブのある寸法に沿って伸びる一
組もしくは二組の穿孔を含むことを特徴とする請求項１～２３のいずれか１項に記載のシ
ールされた容器。
【請求項２５】
　ヒートシール可能な層を表面上に有するポリマー材料の収縮性基材層を含むヒートシー
ル可能な多層ポリマーフィルムであって、ヒートシール可能な多層ポリマーフィルムは前
記収縮性基材層に更に積層した収縮性層を含まないという条件で、前記収縮性基材層は第
１の寸法が５５から１００℃の温度範囲にわたって０から５０％の収縮度、直交する第２
の寸法が５５から１００℃の温度範囲にわたって５から７０％の収縮度を有し、前記多層
フィルムは、前記フィルムの１つの多層部分が、前記フィルムの隣接する多層部分から分
離できるようにする複数の分離手段を含むことを特徴とするフィルムを、
　予め加工されたオーブン加熱用料理用の受け器として適している容器のための包装材の
製造において使用する方法であって、前記包装材は、前記容器がその中に配置されている
末端開放型チューブまたはスリーブの形態をとり、前記包装材の第１の部分は前記容器を
シールし、前記包装材の第２の部分は、前記オーブン加熱用料理の料理サイクルの前に、
前記第１の部分から分離できることを特徴とするフィルムを使用する方法。
【請求項２６】
　予め加工されたインスタント食品用の受け器としての使用に適した容器をシールする方
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法であって、前記方法が、
　（ｉ）５５から１００℃の温度範囲にわたって０から５０％の一方の寸法の収縮度、お
よび５５から１００℃の温度範囲にわたって５から７０％の他方の寸法の収縮度を有する
ポリマーフィルム基材を形成するステップと、
　（ｉｉ）基材とヒートシール可能な層のそれぞれのフィルム形成ポリマー材料の同時押
出によって、あるいは、基材の表面をヒートシール可能な層のポリマー材料でコーティン
グすることによって提供されるヒートシール可能な層を、前記ポリマーフィルム基材の第
１の表面上に提供するステップと、
　（ｉｉｉ）ヒートシール可能な層に接触している表面の反対側の基材表面上に、印刷可
能なもしくはインク受け入れ層を任意選択で提供し、前記印刷可能なもしくはインク受け
入れ層上に任意選択で印刷するステップと、
　（ｉｖ）フィルム中に、前記フィルムの一つの多層部分が、前記フィルムの隣接する多
層部分から分離できるように複数の分離手段を組み込むステップと、
　（ｖ）前記フィルムの前記ヒートシール可能な層が容器と接触し、かつ前記分離手段が
存在する場合に、前記容器と接触しているフィルムの部分が、２つの前記分離手段の間に
あるフィルム部分であるように、前記多層ポリマーフィルムを、前記容器を覆うか、また
は囲んで配置するステップと、
　（ｖｉ）前記フィルムと、前記容器の開放端部を規定する容器の表面との間のシールを
行い、それによって前記フィルムの「ふた部分」を規定するステップと、
　（ｖｉｉ）前記容器がチューブ内に位置するように、フィルムの一方の端部をフィルム
の他方の端部とシールすることによって、末端開放型チューブを形成させるステップと、
　（ｖｉｉｉ）前記チューブが容器を囲んでしっかりと密着するように、前記チューブの
収縮を行うために、前記容器とシールされたチューブを熱に曝すステップと、
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２７】
　ステップ（ｖｉｉ）を、ステップ（ｖ）および（ｖｉ）の前に実施することを特徴とす
る請求項２６に記載の方法。
【請求項２８】
　各分離手段は、縦寸法に実質的に平行であるチューブの寸法に沿って伸びる一組もしく
は二組のミシン目を含むことを特徴とする請求項２６または２７に記載の方法。
【請求項２９】
　多層ポリマーフィルムの各成分は、請求項１から２３のいずれか１項に提示されている
ようなものであることを特徴とする請求項２６から２８のいずれかに記載の方法。
【請求項３０】
　各分離手段は、縦寸法に実質的に平行であるチューブの寸法に沿って伸びる一組もしく
は二組のミシン目を含むことを特徴とする請求項２６または２７に記載の方法。
【請求項３１】
　多層ポリマーフィルムの各成分は、請求項１から２３のいずれか１項に提示されている
ようなものであることを特徴とする請求項２６、２７、または３０のいずれかに記載の方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、容器、特に予め加工されたオーブン加熱用料理の容器のための包装として使
用するのに適した多層ポリマーフィルムに関する。特に、本発明は、容器にヒートシール
することができ、容器から剥離でき、収縮性もある多層フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラスチック容器は、食品包装などの包装用途、特に、電子レンジまたは従来型のオー
ブンのどちらでも、あるいはそのどちらかで加温できる予め加工されたオーブン加熱用料
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理などのインスタント食品を包装するために増々使用されてきている。電子レンジまたは
従来型のオーブンのどちらでの使用にも適している容器は一般に「新旧オーブン加熱用（
ｄｕａｌ－ｏｖｅｎａｂｌｅ）」と称される。プラスチック容器はＡＰＥＴ／ＣＰＥＴト
レー（結晶性ポリエチレンテレフタレート層の上に非晶質ポリエチレンテレフタレート層
を有する複合材料）であることが多い。ポリスチレンおよびポリプロピレン容器も使用さ
れてきた。貯蔵の際に包装された内容物から漏洩することおよび内容物が乾燥することを
防止するために、プラスチック容器は、一般に容器をシールするふたと一緒に使用される
。さらに、ふたは、包装された内容物に付着してはならず、またオーブンで発生する熱に
耐えられなければならない。
【０００３】
　そうした容器のふたは、通常しばしば「ふた用フィルム」と称される、二軸配向ポリエ
ステルフィルムなどの柔軟なポリマー性の基材、およびヒートシール可能なコーティング
層を含む多層フィルムを含む。
【０００４】
　ふた用フィルムを用いたシールされた容器の製造では、ふた用フィルムと容器との間に
シールを形成することを利用する。このシールは、容器の頂部上にふたを置き、シール可
能なコーティング層を軟化または溶融させるために熱と圧力をかけ、それによって容器の
表面に接着させ、ふたと容器との間に有効なシールを形成することによって形成される。
シールは、内容物の漏洩を防ぐのに十分強いものでなければならない。ある状況下では、
消費者が容器からフィルムふたを剥離できる必要があり、そうした場合、シールは、内容
物の漏洩を防止するのに十分強くなければならないが、容器を開こうとした場合、ふたを
取り外すのが困難となる結果にならないようにしなければならない。具体的には、剥離す
る際、ふたは裂けてはならない。そのことは、部分的に、シール特性および易剥離特性、
すなわち、きれいな剥離が、低温例えば周囲温度、および高温例えばオーブン内で包装さ
れた食品内容物を加熱した後の両方で求められる結果となる。
【０００５】
　ヒートシール可能なフィルム、特にヒートシール可能な剥離できるフィルムを提供する
ためには、シール可能なコーティング層の厚さを制御できることが望ましい。より薄いコ
ーティング層は、より良好な剥離性を有し、より経済的であるが、薄過ぎる場合、十分な
接着を提供できない、または内容物の漏洩を防止することができない。厚過ぎるヒートシ
ール可能なコーティングの層は、増大したヒートシール結合強度のため、開封の際にフィ
ルムの引裂きを引き起こすことがある。
【０００６】
　従来技術のふた用フィルムでは、ヒートシール可能な層は、有機溶媒、または水性の分
散液もしくは溶液のどちらかを用いて、基材に塗布することが多かった。使用するのに有
害で危険である、または環境に対して有毒で有害であるので、有機溶媒の使用は一般に不
利である。さらに、この方法で作製されたフィルムはしばしば残留量の溶媒を含有し、そ
のため、食料品と接触することになる用途での使用に適していないことがある。そうした
溶媒は、フィルム製造の間に用いられる通常の巻き取り操作の際に、フィルムの付着また
はブロッキングを引き起こす可能性があるので、有機溶媒の使用は、通常「オフライン」
のコーティングステップを用いる、すなわち基材の製造の際に用いられる任意の延伸操作
および後続の熱処理操作の後で行う。水性の分散液または溶液の使用は、（例えば特許文
献１参照）、大量の有機溶媒の使用を回避し、より効率的な「インライン」コーティング
法、すなわちコーティング層を、フィルム基材を延伸する前か、または二軸延伸プロセス
の延伸ステップの間かのどちらかで塗布する法の使用を可能にするが、水に溶解できるま
たは十分に分散できるコーティング組成物に限定される。インラインプロセスでは、オフ
ラインコーティング法、特にオフライン溶媒コーティング法で行われるさらなる加熱また
は乾燥ステップの使用を回避する。これらの方法は、フィルムを脆化させ、引張特性を悪
化させる可能性がある。したがって、インラインコーティングしたフィルムは一般に優れ
た機械的特性を有する。
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【０００７】
　ヒートシール可能なフィルムは、他のインラインコーティング技術によっても製造され
てきた。縦方向の延伸操作と横方向の延伸操作との間の押出コーティング技術（「延伸間
（ｉｎｔｅｒ－ｄｒａｗ）」コーティング）を用いて、ポリオレフィン性基材上へポリオ
レフィン材料を貼ることが開示されている（例えば特許文献２参照）。ヒートシール可能
なフィルムを作製するための、ポリエステル基材上へのポリオレフィンのインライン延伸
間押出コーティングの方法が開示されている（例えば特許文献３参照）。ヒートシール可
能な剥離できるフィルムを提供するための、ポリプロピレン基材上へのエチレン－酢酸ビ
ニル（ＥＶＡ）コポリマーの延伸間押出コーティングの方法が開示されている（例えば特
許文献４参照）。
【０００８】
　伝統的に、予め加工されたオーブン加熱用料理は、シールされた容器を含むだけでなく
、このシールされた容器を囲むスリーブも含む包装で顧客に販売されている。料理する前
に、シールされた容器をスリーブから取り外す。このスリーブはカートンボードまたは板
紙でできていることが多く、その上に予め加工された料理の画像を印刷している。さらに
、スリーブは料理の貯蔵および／または料理用の印刷した使用説明を表示することもでき
る。この追加の包装構成要素は、製造コストを増大させるが、単に消費者へ適切な使用説
明を提供するという理由から、予め加工されたオーブン加熱用料理の販売に必須であると
思われる。さらに、スリーブは、シールされた容器のふた用フィルムを、貯蔵および輸送
の際の破損や穴開きから保護し、パッケージ全体に堅牢性をもたらす。
【０００９】
【特許文献１】国際公開第９６／１９３３３号パンフレット
【特許文献２】英国特許第２０２４７１５号明細書
【特許文献３】英国特許第１０７７８１３号明細書
【特許文献４】米国特許第４３３３９６８号明細書
【特許文献５】英国特許第８３８７０８号明細書
【特許文献６】欧州特許出願公開第０４０８１９７号明細書
【特許文献７】米国特許第５９２５４２８号明細書
【特許文献８】米国特許第５８８２７９８号明細書
【特許文献９】欧州特許第０６８０４０９号明細書
【特許文献１０】欧州特許第０４２９１７９号明細書
【特許文献１１】欧州特許第０５７６１７９号明細書
【特許文献１２】国際公開第９７／３７８４９号パンフレット
【特許文献１３】欧州特許第０６９６５１６号明細書
【特許文献１４】米国特許第５８８８６３５号明細書
【特許文献１５】米国特許第５６６３０３０号明細書
【特許文献１６】欧州特許第０２８９１６２号明細書
【特許文献１７】欧州特許第０３４９１４１号明細書
【特許文献１８】欧州特許第０１１１８１９号明細書
【特許文献１９】英国特許第２２８０３４２号明細書
【特許文献２０】欧州特許出願公開第０５６３４４２号明細書
【特許文献２１】英国特許第２２５０４０８号明細書
【非特許文献１】K. A. Mainstone, Modern Plastics Encyclopedia, 1983-84, Vol. 60,
 No. 10A, Edition 1, pp. 195-198 (McGraw-Hill, NY)
【非特許文献２】Franz Durst, Hans-Gunte Wagner, "Liqid Film Coating", Chapman an
d Hall; 1997; Eds S. F. Kistler and P. M. Schweizer; Chapter 11a
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
本発明の目的は、予め加工されたオーブン加熱用料理のためのより経済的な包装手段、特
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にシールされた容器での追加のスリーブの使用を回避する手段を提供することである。本
発明の他の目的は、ヒートシール可能で収縮性のフィルム、特に、予め加工されたオーブ
ン加熱用料理のための包装手段としての使用に適している、ヒートシール可能で剥離でき
、かつ収縮性のあるフィルムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明によれば、その表面上にヒートシール可能な層を有するポリマー材料の収縮性基
材層を含むヒートシール可能な多層ポリマーフィルムであって、ヒートシール可能な多層
ポリマーフィルムは前記収縮性基材層に更に積層した収縮性層を含まない条件で、前記収
縮性基材層は第１の方向に５５から１００℃の温度範囲にわたって約０から約５０％の収
縮度、直交する第２の方向に５５から１００℃の温度範囲にわたって約５から約７０％の
収縮度を有するフィルムを提供する。
【００１２】
　本発明の他の態様によれば、ヒートシール可能な多層ポリマーフィルムの壁を含む末端
開放型チューブであって、前記フィルムは外側の収縮性基材層と内側のヒートシール可能
な層を含み、前記基材層は５５から１００℃の温度範囲にわたって約０から約５０％のチ
ューブ縦方向の収縮度、および５５から１００℃の温度範囲にわたって約５から約７０％
のチューブ横方向の収縮度を有するチューブを提供する。
【００１３】
　本発明を本明細書の図１から図６によって示す。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　当分野の技術者に認識されているように、ポリマーフィルムの寸法は、フィルム生産装
置の各軸に対応する「縦方向」と「横方向」という用語で規定される。縦方向はフィルム
生産ラインに沿った移動の方向であり、フィルムの長手方向の寸法に対応する。横方向は
製造の際のフィルムの移動方向に対して直角の方向であり、フィルムの幅方向の寸法に対
応する。
【００１５】
　フィルムの前記第１の寸法が縦方向に対応し、フィルムの前記直交する第２の寸法が横
方向に対応することが好ましい。
【００１６】
　チューブの縦寸法が、チューブを作製するフィルムの縦方向に対応し、チューブの横寸
法が、チューブを作製するフィルムの横方向に対応することが好都合である。
【００１７】
　本明細書でチューブの縦寸法という言及は、チューブの軸に実質的に平行である壁の寸
法のことである。チューブの横寸法は、縦寸法に対して直角であり、チューブ軸をその中
心に有する断面によって規定される平面内にある。チューブがシリンダーである場合、横
寸法はチューブ軸に沿った任意の所与の点でのシリンダーの外周である。
【００１８】
　１つの実施形態では、多層フィルムと末端開放型チューブは、フィルムの１つの多層部
分をフィルムの隣接する多層部分から分離できるようにする、すなわち、裂け目が、基材
とヒートシール可能な層の境界によって規定される平面に対して実質的に直角の方向であ
る、複数の分離手段を有する。前記の分離は、チューブの縦寸法に実質的に平行な、ある
寸法に沿った裂け目によって適切に行われる。末端開放型チューブと多層フィルムが２つ
のそうした分離手段を有し、それによって以下により詳細に説明するように、チューブを
２つの主要な部分に分離できるようにすることが適切である。分離手段は、一組のミシン
目、適切にはその縦寸法すなわちフィルムの縦方向に実質的に平行であるチューブのある
寸法に沿って伸びる一組のミシン目の形態をとることができる。他の実施形態では、各分
離手段は、チューブの縦寸法に沿って伸びる「開封帯」の形態をとる。この開封帯は一般
に二組の平行したミシン目を含む。各組は互いに約５から２０ｍｍの間隔で離れており、
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それによって、開封帯の一方の端をつかみ、チューブの表面に垂直な成分とチューブの縦
寸法に平行な成分とを有する力をかけることによって開封帯を取り外す。その結果、そう
した２つの開封帯の使用によって、チューブを２つの主要な部分（すなわち、開封帯を含
むチューブの部分を除いて）に分離させることが可能になる。
【００１９】
　他の実施形態では、別個の分離手段が存在しない。この実施形態では、フィルム表面に
、フィルムを２つの主要部分に分離するための消費者への使用説明が印刷されている。例
えばその印刷内容は、消費者がそのガイドラインに沿ってカットするための使用説明と一
緒にチューブの縦寸法に沿って並んだ二組のガイドラインを含むことができる。
【００２０】
　本発明を、以下の基本的なステップ、すなわち
　（ｉ）本明細書で以下にさらに詳細に説明するように、はじめに多層フィルムを形成さ
せるステップ、
　（ｉｉ）次いで、多層フィルムに印刷することができるステップ、
　（ｉｉｉ）次いで、以下にさらに詳細に説明するように、例えば、フィルムの１つの方
向（好ましくは縦方向）に沿って実質的に平行な一連のミシン目の複数の組を配置するこ
とによって、フィルム中に分離手段を組み込むことができるステップと、
　（ｉｖ）フィルムを、ヒートシール可能な層を容器に接触させて、シールされる容器を
覆ってまたは囲んで配置し、次いでフィルムを容器の壁の上部表面にシールし、それによ
って、容器およびその内容物をシールする「ふた部分」を形成するステップ、
フィルムが２つの実質的に平行な一連のミシン目（または２つの開封帯）などの別個の分
離手段を含む場合、容器と接触しているフィルムの部分は、前記２つの実質的に平行な一
連のミシン目または前記２つの開封帯の間にあるフィルムの部分であると理解されるであ
ろう。同様に、フィルムに、消費者用のカットガイドラインが印刷されている場合、容器
と接触しているフィルムの部分は、前記ガイドラインの間にあるフィルムの部分と理解さ
れるであろう。フィルムの「ふた部分」の寸法は、フィルムがそれにシールされる容器の
寸法によって規定される。
【００２１】
　（ｖ）容器の相対する側面および下部側を囲んでフィルムをラッピングし、次いで、容
器がチューブ内に配置されるように、フィルムの他方の端部にフィルムの一方の端部を、
シールすることによってチューブを形成させるステップ、
　（ｖｉ）次いで、チューブが容器を囲んで密接にかつしっかりとフィットするようにチ
ューブの収縮を行うために、容器とシールされたチューブを熱に曝すステップ、
　にしたがって用いることができる。
【００２２】
　以下に記すように、上記のステップが必ずしも実施の際の好ましい順番であるわけでは
ない。例えば、チューブの形成を、フィルムの容器を囲む配置および続く容器のシールに
先行させることができる。したがって、予備形成したチューブを、容器およびその内容物
を囲んで配置し、チューブを容器にシールしてふた部分を形成することができる。これら
のステップの他の配列を以下により詳細に説明する。
【００２３】
　フィルムまたはチューブが、本発明の好ましい実施形態である上記の別個の分離手段を
含む実施形態を主に参照して、本発明を本明細書で以下にさらに説明する。しかし、フィ
ルムおよびチューブならびにその使用方法についての以下の説明は、フィルムおよびチュ
ーブが上記の印刷されたカット用ガイドラインだけを含む他の実施形態にも適用できると
理解されるだろう。
【００２４】
　２つの分離手段は、シールされた容器の包装材の相対する側面に配置されると理解され
るだろう。容器の側面および下部側を囲むチューブの部分、すなわち「ふたの部分」でな
いチューブの部分を、本明細書で「基礎部分」と称する。好ましい実施形態では、２つの
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分離手段はチューブの「ふた部分」からチューブの「基礎部分」を分離する。
【００２５】
　使用する場合、容器の内容物を料理サイクルにかける前に、分離手段のミシン目に沿っ
て引裂くことによって、チューブを複数の部分、好ましくはふた部分と基礎部分に分離す
る。ふた部分は、容器上にシールされたまま残る。次いで、シールされた容器をオーブン
中で料理サイクルにかける。貯蔵、料理もしくは給仕、または栄養上の情報のための使用
説明をその上に印刷した表面を含むことができる基礎部分を、料理サイクルの間、消費者
は参考のために保持しておくことができる。
【００２６】
　本発明によるフィルムは、予め加工されたオーブン加熱用料理用に求められる包装材の
量を最小化するとういう点で有利である。
【００２７】
　本明細書で説明するヒートシール可能な多層フィルムは、ヒートシール可能で剥離でき
る多層フィルムのフィルムであることが好ましい。本明細書では、「ヒートシール可能で
剥離できるフィルム」という用語は、フィルムを損傷することなく破けるシールを、熱を
かける条件下で表面に形成することができるフィルムを指す。
【００２８】
　本明細書で説明する基材層は、両寸法または一寸法だけが収縮してもよい。一寸法だけ
に収縮がある場合、その寸法は横方向であることが好ましい。
【００２９】
　両寸法に収縮がある場合、一方の収縮度は、直交する他方の収縮度と同一でも異なって
いてもよい。両寸法に収縮がある場合、横寸法の縦寸法に対する収縮比は、１００℃で１
：１から１０：１の範囲であることが好ましい。横寸法の収縮は縦寸法の収縮より大きい
、すなわち横寸法の縦寸法に対する収縮比が１００℃で１：１を超えることが好ましい。
【００３０】
　基材層は、５５から１００℃の温度範囲にわたって前記第１の寸法（好ましくはその縦
方向、すなわちチューブの縦寸法）の約０から約３０％、好ましくは約０から約２０％、
典型的には約０から約１０％の収縮度を有することが好ましい。基材層は、５５から１０
０℃の温度範囲にわたって前記直交する第２の寸法（好ましくはその横寸法、すなわちチ
ューブの横寸法）の約５から約５０％、好ましくは約５から約３０％、典型的には約５か
ら約２０％の収縮度を有することが好ましい。１つの実施形態では、基材層は５５から１
００℃の温度範囲にわたって前記直交する第２の寸法（好ましくはその横寸法、すなわち
チューブの横寸法）の少なくとも１０％の収縮度を有する。
【００３１】
　当該分野の技術者に認識されているように、フィルムの収縮の特徴はその製造の際に用
いられる延伸比と熱処理の程度によって決まる。熱処理されていないフィルムの収縮挙動
は、フィルムがその製造の際に延伸された程度に対応する。熱処理をしていない場合、高
度に延伸されたフィルムは、続いて熱に曝された場合に高い収縮度を示すことになり、わ
ずかな程度だけ延伸されたフィルムは、わずかな収縮度を示すだけとなる。熱処理は、延
伸されたフィルムに寸法安定性を提供し、フィルムをその延伸された状態に「固定」する
効果を有している。したがって、熱の作用のもとでの、フィルムの収縮挙動は、その製造
の際に行われた任意の延伸操作の後に、フィルムが熱処理されたか、またどの程度熱処理
されたかによって決まる。一般に、熱処理操作の間に温度Ｔ１で処理されたフィルムは、
続いて製造後に熱にかけた場合、Ｔ１より低い温度では実質的に収縮を示さない。
【００３２】
　したがって、所望の収縮の特徴を得るために、対称的な収縮が求められるかに応じて、
チューブがそれから作製されるフィルムを一軸または二軸延伸しなければならない。延伸
を行った後、フィルムを部分的に熱処理することができる、または、延伸を行った後、熱
処理しなくてもよい。
【００３３】
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　本発明による多層フィルムは、標準のＡＰＥＴ／ＣＰＥＴトレーにシールした場合、一
般に２００から１４００ｇ／２５ｍｍ２の範囲、好ましくは約２００から約１０００ｇ／
２５ｍｍ２の範囲のヒートシール値（周囲温度で）を示す。フィルムのそれ自体への一般
的なヒートシール強度は６００～８００ｇ／２５ｍｍ２の範囲である。
【００３４】
　多層フィルムのそれぞれの層を以下でさらに詳細に説明する。
【００３５】
　基材層は、支持基材がなくても独自に存在できるフィルムもしくはシートを意味する自
己支持型フィルムもしくはシートである。基材層は容器のふたおよびスリーブとして働く
必要があり、上記のように、少なくとも一方向に収縮性を示さなければならない。したが
って、基材層は、一方の寸法（好ましくは縦方向寸法）に５５から１００℃の温度範囲に
わたって約０から約５０％の収縮度、他方の寸法（好ましくは横寸法）に５５から１００
℃の温度範囲にわたって約５から約７０％の収縮度を示さなければならない。フィルムの
両寸法が収縮する場合、横寸法の縦方向の寸法に対する収縮比は１００℃で１：１から１
０：１の範囲であることが好ましい。横寸法の収縮が縦方向の寸法の収縮より大きい、す
なわち横寸法の縦方向の寸法に対する収縮比が１００℃で１：１より大きいことが好まし
い。
【００３６】
　基材層は熱可塑性ポリマー材料を含むことが好ましい。そうした材料には、エチレン、
プロピレンおよび１－ブテンなどの１－オレフィンのホモポリマーもしくはコポリマー、
ポリアミド、ポリカーボネート、ポリエステル（コポリエステルを含む）、ＰＶＣ、ＰＶ
Ａ、ポリスチレン、ポリアクリレート、セルロースおよびナイロン（ナイロン６およびナ
イロン６，６を含む）が含まれる。特に好ましいものは、ポリエステル材料、特に合成の
線状ポリエステルである。
【００３７】
　基材層の形成に有用な合成直鎖状ポリエステルは、１種または２種以上のジカルボン酸
またはその低級アルキルジエステル、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、２
，５－、２，６－もしくは２，７－ナフタレンジカルボン酸、コハク酸、セバシン酸、ア
ジピン酸、アゼライン酸、４，４'－ジフェニルジカルボン酸、ヘキサヒドロ－テレフタ
ル酸または１，２－ビス－ｐ－カルボキシフェノキシエタン（ピバリン酸などのモノカル
ボン酸を任意選択で一緒に）と、１種または２種以上のグリコール、特に脂肪族もしくは
環状脂肪族グリコール、例えばエチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４
－ブタンジオール、ネオペンチルグリコールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノール
とを縮合して得られる。芳香族ジカルボン酸が好ましい。脂肪族グリコールが好ましい。
【００３８】
　１つの実施形態では、基材層はポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）または主要な反
復単位がエチレンテレフタレートであるコポリエステルを含む。
【００３９】
　好ましい実施形態では、基材層は、テレフタル酸（ＴＰＡ）およびイソフタル酸（ＩＰ
Ａ）と、脂肪族および環状脂肪族ジオールからなる群から選択される１種または２種以上
のジオールとのコポリエステルを含む。イソフタレートポリエステル単位のテレフタレー
トポリエステル単位に対するモル比は、１から４０モル％のイソフタレートおよび９９か
ら６０モル％のテレフタレート、好ましくは１５から２０モル％のイソフタレート、８５
から８０モル％のテレフタレートであることが好ましい。テレフタル酸／イソフタル酸コ
ポリエステルは、テレフタル酸およびイソフタル酸と、上記に提示した１種または２種以
上、好ましくは１種のジオール、好ましくは脂肪族ジオール、より好ましくはエチレング
リコールとの重縮合によって得られる。特に好ましい実施形態では、基材層は実質的に１
８モル％のエチレンイソフタレートと８２モル％のエチレンテレフタレートを含むコポリ
エステルを含む。
【００４０】
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　基材は、上記フィルム形成材料の１つまたは２つ以上の別個の層を含むことができる。
それぞれの層のポリマー材料は同一であっても異なっていてもよい。例えば、基材は、１
層、２層、３層、４層、５層またはそれ以上の層を含むことができ、典型的な多層構造体
は、ＡＢ、ＡＢＡ、ＡＢＣ、ＡＢＡＢ、ＡＢＡＢＡもしくはＡＢＣＢＡのタイプであって
よい。基材は、好ましくはＡＢまたはＡＢＡ層構造体、より好ましくは２層のＡＢ構造体
である２層または３層を含むことが好ましい。
【００４１】
　特に好ましい実施形態では、基材はＡＢもしくはＡＢＡ層構造体を含み、Ｂ層がＰＥＴ
または上記のようなＴＰＡ／ＩＰＡコポリマー、好ましくはＴＰＡ／ＩＰＡコポリマーを
含み、Ａ層がテレフタル酸と、２種以上の脂肪族グリコール、好ましくはエチレングリコ
ールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノールとのコポリエステル、好ましくは約３０
～３５モル％、好ましくは約３３モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノールと約６５
～７０モル％、好ましくは約６７モル％のエチレングリコールとを有するコポリエステル
を含む、ことが好ましい。多層構造体が、Ｂ層がＰＥＴまたは上記のようなＴＰＡ／ＩＰ
Ａコポリマー、好ましくはＴＰＡ／ＩＰＡコポリマーを含むＡＢタイプの構造体である場
合、その上にヒートシール可能な層が形成されるのはＡ層である。
【００４２】
　他の実施形態では、基材層はテレフタル酸と、２種以上の脂肪族グリコール、好ましく
はエチレングリコールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノールとのコポリエステル、
好ましくは、約３０～３５モル％、好ましくは約３３モル％の１，４－シクロヘキサンジ
メタノールおよび約６５～７０モル％、好ましくは約６７モル％のエチレングリコールを
有するコポリエステルを含む。
【００４３】
　さらに他の実施形態では、基材層は、テレフタル酸、ジヒドロキシエチルアゼライン酸
と、エチレングリコールとのコポリマー、好ましくはコポリマーのジカルボン酸成分のモ
ル比が約９０～９９％のテレフタル酸と約１～１０％のジヒドロキシエチルアゼライン酸
、特に約９５％のテレフタル酸と約５％のジヒドロキシエチルアゼライン酸であるものを
含む。
【００４４】
　ヒートシール可能な層は、容器の表面とヒートシール結合を形成できる任意の層である
。ヒートシール可能な層は、その粘度が十分低くなって、層が結合される表面に接着する
のに妥当な湿潤性を可能にする程度に、充分柔らかくなるポリマー材料を含む。ヒートシ
ール結合は、ヒートシール可能な層のポリマー材料を軟化させるために加熱と任意選択的
に加圧によって、フィルム中のその他の層を溶融させることなく実施する。したがって、
ヒートシール可能な層のポリマーは、フィルムのその他の層のポリマー材料の溶融温度未
満の温度でヒートシール結合が形成されるような温度で軟化を開始しなければならない。
１つの実施形態では、ヒートシール可能な層のポリマーは、フィルムのその他の層のポリ
マー材料の溶融温度より約５～５０℃、好ましくは約５～３０℃、好ましくは少なくとも
約１０℃低い温度でヒートシール結合が形成できるような温度で軟化を開始しなければな
らない。
ヒートシール可能な層はポリエステル、ＥＶＡ樹脂（Ｅ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎ
ｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　ＣｏｍｐａｎｙからＥＬＶＡＸの商標名で入手できるものなど）
またはポリオレフィン（変性ポリエチレンなど）などのポリマーを含むことが適切である
。フィルムが新旧オーブン加熱用予め加工された料理の包装材を対象としている場合、ヒ
ートシール可能な層はポリエステルを含む。ＥＶＡ樹脂またはポリオレフィンを含むヒー
トシール可能な層は一般に、電子レンジだけでの加熱を対象とした予め加工された料理の
包装材だけに適している。
【００４５】
　ヒートシール可能な層は、ポリエステル、具体的には１種または２種以上のジカルボン
酸もしくはその低級アルキル（１４個の炭素原子までのもの）ジエステルと、１種または
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２種以上のグリコール、特に脂肪族もしくは環状脂肪族グリコール、好ましくは脂肪族グ
リコール、より好ましくはアルキレングリコールとから誘導されるコポリエステル樹脂を
含むことが好ましい。適切なジカルボン酸には、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸
または２，５－、２，６－もしくは２，７－ナフタレンジカルボン酸などの芳香族ジカル
ボン酸、およびコハク酸、セバシン酸、アジピン酸、アゼライン酸、スベリン酸またはピ
メリン酸などの脂肪族ジカルボン酸が含まれる。適切なグリコールには、エチレングリコ
ール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、１，３
－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，２－ジメ
チル－１、３－プロパンジオール、ネオペンチルグリコールおよび１，６－ヘキサンジオ
ールなどの脂肪族ジオール、ならびに１，４－シクロヘキサンジメタノールおよび１，４
－シクロヘキサンジオールなどの環状脂肪族ジオールが含まれる。エチレングリコールま
たは１，４－ブタンジオールが好ましい。
【００４６】
　ヒートシール可能な層は、少なくとも２つのジカルボン酸から誘導されたコポリエステ
ルを含むことが好ましい。コポリエステルの生成は、従来から公知の縮合またはエステル
交換方法によって、２７５℃までの温度で好都合に実施される。
【００４７】
　好ましい実施形態では、ヒートシール可能な層のコポリエステルは、芳香族ジカルボン
酸と脂肪族ジカルボン酸を含む。好ましい芳香族ジカルボン酸はテレフタル酸である。好
ましい脂肪族ジカルボン酸は、セバシン酸、アジピン酸およびアゼライン酸から選択され
る。コポリエステル中に存在する芳香族ジカルボン酸の濃度は、コポリエステルのジカル
ボン酸成分に対して４５から８０、より好ましくは５０から７０、特に５５から６５モル
％の範囲が好ましい。コポリエステル中に存在する脂肪族ジカルボン酸の濃度は、コポリ
エステルのジカルボン酸成分を基準にして２０から５５、より好ましくは３０から５０、
特に３５から４５モル％の範囲が好ましい。そうしたコポリエステルの特に好ましい例は
、（ｉ）アゼライン酸およびテレフタル酸と、脂肪族グリコール、好ましくはエチレング
リコールとのコポリエステル、（ｉｉ）アジピン酸およびテレフタル酸と、脂肪族グリコ
ール、好ましくはエチレングリコールとのコポリエステル、および（ｉｉｉ）セバシン酸
およびテレフタル酸と、脂肪族グリコール、好ましくはブチレングリコールとのコポリエ
ステルである。好ましいポリマーには、－４０℃のガラス転移点（Ｔｇ）および１１７℃
の融点（Ｔｍ）を有するセバシン酸／テレフタル酸／ブチレングリコール（好ましくは４
５～５５／５５～４５／１００、より好ましくは５０／５０／１００の相対モル比で成分
を有する）のコポリエステル、および－１５℃のＴｇおよび１５０℃のＴｍを有するアゼ
ライン酸／テレフタル酸／エチレングリコール（好ましくは４０～５０／６０～５０／１
００、より好ましくは４５／５５／１００の相対モル比で成分を有する）のコポリエステ
ルが含まれる。
【００４８】
　他の実施形態では、ヒートシール可能な層は、脂肪族ジオールおよび環状脂肪族ジオー
ルと、１種または２種以上、好ましくは１種のジカルボン酸、好ましくは芳香族ジカルボ
ン酸とから誘導されるコポリエステルを含む。満足されるヒートシール可能な特性をもた
らす典型的なポリエステルには、テレフタル酸と、脂肪族ジオールおよび環状脂肪族ジオ
ール、特にエチレングリコールおよび１，４－シクロヘキサンジメタノールとのコポリエ
ステルが含まれる。環状脂肪族ジオールと脂肪族ジオールとの好ましいモル比は、１０：
９０から６０：４０の範囲、好ましくは２０：８０から４０：６０の範囲、より好ましく
は３０：７０から３５：６５である。好ましい実施形態では、コポリエステルは、テレフ
タル酸と、約３３モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノールおよび約６７モル％のエ
チレングリコールとのコポリエステルである。そうしたポリマーの例は、テレフタル酸、
約３３％の１，４－シクロヘキサンジメタノールおよび約６７％のエチレングリコールの
コポリエステルを含み、かつ常に非晶質であるＰＥＴＧ（商標）６７６３（Ｅａｓｔｍａ
ｎ）である。本発明の他の実施形態では、ヒートシール可能な層は、エチレングリコール
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の代わりにブタンジオールを含むことができる。
【００４９】
　多層フィルムの厚さは約２０から３００μｍ、より好ましくは約２５から１００μｍが
好ましく、一般に約３０から約５５μｍの厚さである。
【００５０】
　基材層の厚さは、一般に約５から約２５０μｍ、好ましくは約１０から約１５０μｍ、
好ましくは約１２から約７５μｍ、典型的には厚さが約３５から約４０μｍの範囲である
。
【００５１】
　ヒートシール層の厚さは、一般に基材層の約１から３０％の厚さである。ヒートシール
可能な層は、約５０μｍまで、好ましくは約２５μｍまで、より好ましくは約１５μｍま
で、より好ましくは約１０μｍまで、より好ましくは約０．５から６μｍ、より好ましく
は約０．５から４μｍの厚さを有することができる。より厚いヒートシール可能な層は一
般により強いヒートシール結合を形成することになる。
【００５２】
　本発明の更なる態様によれば、
　（ｉ）５５から１００℃の温度範囲にわたって約０から約５０％の一方の寸法（好まし
くは縦方向の寸法）の収縮度、および５５から１００℃の温度範囲にわたって約５から約
７０％の他方の寸法（好ましくは横寸法）の収縮度を有するポリマーフィルム基材を形成
するステップと、
　（ｉｉ）基材とヒートシール可能な層のそれぞれのフィルム形成ポリマー材料の同時押
出によって、あるいは、基材の表面をヒートシール可能な層のポリマー材料でコーティン
グすることによって提供されるヒートシール可能な層を、前記ポリマーフィルム基材の第
１の表面上に提供するステップと、
　（ｉｉｉ）ヒートシール可能な層に接触している表面の反対側の基材表面上に、印刷可
能なもしくはインク受け入れ層を任意選択で提供し、前記印刷可能なもしくはインク受け
入れ層上に任意選択で印刷するステップと、
　（ｉｖ）例えば、フィルム中に複数の組の実質的に平行なミシン目を形成させることに
よって、フィルム中に任意選択で複数の分離手段を組み込むステップと
　を含む多層ポリマーフィルムの製造方法を提供する。
【００５３】
　ミシン目は、当技術分野で知られている任意の従来技術、例えば機械的打抜き、切り込
みまたは火炎もしくはレーザアブレーションを用いて導入することができる。
【００５４】
　上記の方法はヒートシール可能な層が積層技術を用いて基材層に貼る方法を除外してい
ると理解されるだろう。
【００５５】
　基材の形成は、当技術分野で知られている従来技術によって実施することができる。基
材の形成は、概括的に言えば、溶融ポリマーの層を押し出すステップ、押出物を急冷する
ステップ、および急冷された押出物を少なくとも一方向に配向させるステップと、を含む
押出法によって行われる。
【００５６】
　基材は一軸に配向されていてもよいが、二軸に配向されていることが好ましい。配向は
、配向フィルムを生産するのに当技術分野で知られている任意の方法、例えばインフレー
ト法もしくはフラットフィルム法によって実施することができる。二軸配向は、フィルム
の平面内で互いに直角な方向に延伸して行われ、機械的および物理的特性の満足できる組
合せを実現する。
【００５７】
　インフレート法では、熱可塑性ポリエステルチューブを押出し、続いて急冷、再加熱し
、次いで内部ガス圧によって膨張させて横方向の配向をもたらし、縦方向の配向をもたら



(14) JP 4360916 B2 2009.11.11

10

20

30

40

50

す速度で引っ張ることによって、同時二軸配向を起こす。
【００５８】
　好ましいフラットフィルム法では、スロットダイを通して基材形成用ポリエステルを押
出し、冷却したキャスティングドラム上で素早く急冷し、ポリエステルを確実に急冷して
非晶質状態にする。次いで、急冷された押出物を、少なくとも一方向にポリエステルのガ
ラス転移温度を超える温度で延伸することによって配向を行う。平板状の急冷された押出
物をまず一方向、通常縦方向、すなわちフィルム延伸機械を通して前進方向、次いで横方
向に延伸することによって連続配向を行うことができる。押出物の前進方向の延伸は一組
の回転ロール上または二対のニップロール間で実施するのが好都合で、次いで横方向延伸
をステンター装置で実施する。あるいは、キャストフィルムを二軸ステンターで前進方向
と横方向の両方で同時に延伸することができる。延伸はポリエステルの性質によって決ま
る範囲で行う。例えば、ポリエチレンテレフタレートは、通常その延伸方向またはそれぞ
れの延伸方向に、配向したフィルムの寸法が元の寸法の２から５倍、より好ましくは２．
５から４．５倍になるように延伸する。一般に、延伸は７０から１２５℃の温度範囲で行
う。一方向のみの配向が求められる場合、より大きい延伸比（例えば、約８倍まで）を用
いることができる。縦方向および横方向に必ずしも均等に延伸する必要はないが、バラン
スのとれた特性を望む場合、それは好ましいことである。ポリエステルのガラス転移温度
は超えるがその溶融温度を超えない温度で、寸法的な制限下で熱処理をして、ポリエステ
ルの結晶化を引き起こさせ、延伸したフィルムを寸法的に安定化でき、またそうすること
が好ましい。実際の熱処理の温度と時間は、フィルムの組成に応じて変化することになる
が、フィルムの耐引裂き特性を実質的に低下させるように選択すべきではない。これらの
制限の中では、熱処理温度は一般に約８０から２５０℃が望ましい（例えば特許文献５参
照）。
【００５９】
　基材が１つの層以上を含む場合、基材の作製は、マルチオリフィスダイの独立したオリ
フィスを通して各フィルム形成層の同時押出を行い、その後まだ溶融している各流層を一
体化させることによるか、あるいは、こちらの方が好ましいが、各ポリマーの溶融流がそ
の中でダイマニホールドにつながる流路内でまず一体化させ、続いてそれによって内部混
合を生じない層流の条件下で、ダイオリフィスから一緒に押出して、上記したように配向
し、熱処理できる多層ポリマーフィルムを生産する単流路同時押出によるかのいずれかの
同時押出によって実施するのが好都合である。多層基材の形成は、例えば第１の層を予備
形成した第２の層上に流延することによっても行うこともできる。
【００６０】
　基材上にヒートシール可能な層を形成する前に、所望なら、基材の曝された表面を化学
的もしくは物理的表面改質処理にかけることによって、その表面と続いて貼られる層との
間の結合を向上させることができる。好ましい処理は、簡単で効果的であるという理由に
より、基材の曝された表面を、コロナ放電による高圧電気ストレスにかけることである。
あるいは、基材ポリマーに対して溶媒作用もしくは膨潤作用を有する当技術分野で知られ
ている薬剤で、基材を予備処理することができる。このような薬剤の例には、これらは特
にポリエステル基材の処理に適しているが、通常の有機溶媒中に溶解されたハロゲン化フ
ェノール、例えば溶液ｐ－クロロ－ｍ－クレゾール、２，４－ジクロロフェノール、２，
４，５－もしくは２，４，６－トリクロロフェノールまたは４－クロロレゾルシノールの
アセトンもしくはメタノール中の溶液が含まれる。
【００６１】
　好ましいコロナ放電による処理は、好ましくは１から１００ｋｖの電位で１から２０ｋ
ｗの出力を有する、高周波数の高電圧発生器を用いた通常の装置で、空気中、大気圧下で
行うことができる。放電は通常、放電ステーションで、１分当たり１．０から５００ｍの
線速度でフィルムを誘電性の支持ローラー上を通過させることによって行う。放電電極は
移動するフィルム表面から、０．１から１０．０ｍｍの位置でよい。
【００６２】
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　例えば本明細書で述べたような基材のポリマー材料との同時押出によるヒートシール可
能な層の形成には、ポリエステル、ＥＶＡ樹脂またはポリオレフィンを含むヒートシール
可能な層を使用することができる。
【００６３】
　コーティング技術を用いた基材層上でのヒートシール可能な層の形成は、当技術分野で
知られている適切なコーティング技術を用いて実施することができる。コーティング技術
の選択は、ヒートシール可能な層のポリマー材料の独自性に大きく依存することになる。
ヒートシール可能な層は、インラインまたはオフラインプロセス、好ましくはインライン
プロセス、より好ましくは延伸間インラインコーティング法を用いてコーティングするこ
とができる。ヒートシール可能な層は、ポリマー材料の溶液、分散液または懸濁液、ある
いは噴霧液でコーティングすることができる。ヒートシール可能な層は、押出もしくは溶
融コーティング技術、好ましくは溶融コーティング技術を用いて、その溶融形態でもコー
ティングすることができる。押出コーティングについては、例えば非特許文献１および非
特許文献２参照。押出コーティング法は、一般に中粘度もしくは高粘度（少なくとも５０
Ｐａ．ｓで、約５０００Ｐａ．ｓまで）のポリマーに使用され、一般にダイと基材との間
にエアーギャップ（典型的には約６インチ（１５ｃｍ））を用いる。インライン押出コー
ティング技術の使用は、適度の粘度を有するポリマーだけでなく、フィルムの後続の加工
において付着やブロッキングの問題も起こさないポリマーに限定される。
【００６４】
　本発明の好ましい実施形態では、特にポリエステルまたはＥＶＡ樹脂であり、特にポリ
エステルであるヒートシール可能な層の形成を、以下により詳細に説明するような溶融コ
ーティング技術によって実施する。
【００６５】
　好ましい実施形態では、上記の前記フィルムの製造方法のステップ（ｉ）および（ｉｉ
）を、
　（ａ）ポリマー材料の前記基材層を溶融押出しするステップと、
　（ｂ）前記基材を第１の方向に延伸するステップと、
　（ｃ）前記基材を任意選択で直交する第２の方向に延伸するステップと、
　（ｄ）前記延伸フィルムを任意選択で熱処理するステップと、
　（ｅ）溶融ポリマー材料を前記基材の表面上に直接溶融コーティングすることによって
、その表面上にヒートシール可能なコーティング層を形成させるステップと、
　（ｆ）前記コーティングした基材を冷却するステップと、を含み、かつコーティングス
テップ（ｅ）がステップ（ｂ）に先行するか、またはステップ（ｂ）と（ｃ）との間にあ
る溶融コーティング法によって実施する。
【００６６】
　溶融コーティング法は、約８μｍ未満の厚さを有するヒートシール可能なコーティング
層を施用するのに特に適している。さらに、溶融コーティング法は、コポリエステルを含
むヒートシール可能なコーティング層に特に適している。上記の溶融コーティング法は、
前記直交する第２の方向の基材の延伸を用いることが好ましく、その場合、溶融コーティ
ングステップ（ｅ）はステップ（ｂ）と（ｃ）との間であることが好ましい。
【００６７】
　好ましい溶融コーティング方法で、特にヒートシール可能なコーティング層がテレフタ
レートの反復単位を含むコポリエステルである場合、方法は、コーティングステップの前
に、水をコーティング層のポリマー材料に加えるステップをさらに含む。コーティング層
のコポリエステル重量の約３０００ｐｐｍまで、より好ましくは約２５００ｐｐｍまで、
より好ましくは約２０００ｐｐｍまで、最も好ましくは約１６００ｐｐｍまでの量で水を
加えることが好ましい。コーティング層のコポリエステル重量の少なくとも５００ｐｐｍ
、より好ましくは少なくとも６００ｐｐｍ、より好ましくは少なくとも１０００ｐｐｍ、
最も好ましくは少なくとも１３００ｐｐｍの量で水を加えることが好ましい。調整された
量の大気中の水分をポリマーに吸収させることによって、あるいは、既知量の水をポリマ
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ーチップに加えることによって、水を加えてもよい。どちらの場合も、乾燥ポリマーから
出発し、次いで所望の水分含有量にポリマーを調整するのが実際的である。好ましい方法
は、ポリマーを含む容器を通して、予め定めた時間、既知の湿度と温度の空気を通過させ
る方法である。ポリマーが取り込む水分の測定値は、標準的な分析技術によって容易に算
出できる。コーティング組成物中に十分な水が存在しない場合、コポリエステルを溶融コ
ーティングすることが非常に困難になり、かつ／またはヒートシール結合は剥離性のため
には強すぎる。コポリエステルか水分を含有しすぎる場合、コーティング層のヒートシー
ル性は不十分となり、最終フィルムは、望ましくない「ブルーム」（フィルムの表面内ま
たは表面上の白色残渣）を示すこともある。
【００６８】
　本明細書では、「溶融コーティング」という用語は、
　（１）コーティングダイの幅にわたって一様な液体流速をもたらすように、基材上にコ
ーティングダイを通してコーティング液を押出し、
　（２）前記コーティングダイが分配チャンバー、供給スロットならびに下流および上流
側ダイリップを備え、前記供給スロットが前記下流側ダイリップと上流側ダイリップを分
離し、ダイリップと基材によって境界が作られる領域がコーティングギャップを規定し、
　（３）下流側ダイリップの下にあるコーティングギャップをコーティング液で満たし、
　（４）上流側ダイリップの下にあるコーティングギャップは、コーティング液で満たさ
れていないか、部分的に満たされているか、または完全に満たされており、好ましくは部
分的に満たされているか、または完全に満たされていること
　を特徴とするコーティング方法を指す。
【００６９】
　押出コーティングなどの他のコーティング方法と比較して、溶融コーティング方法での
コーティングギャップは小さい。溶融コーティングのコーティングギャップは、湿潤コー
ティング層の厚さの２から１０倍が好ましい。いくつかの場合、コーティングギャップは
、コーティング液の粘度、コーティングのラインスピードおよびコーティングダイの寸法
や形状などの因子に応じて、コーティング層の厚さの２倍未満、あるいは１０倍であって
よい。溶融コーティング方法およびそのために有用な装置については、例えば非特許文献
２を参照。溶融コーティングはそこで「スロットコーティング」と称されている）により
詳細に記載されている。その開示を参照により本明細書に組み込む。
【００７０】
　溶融コーティングは、基材に施用する時点での溶融コーティング液の粘度が高すぎては
いけない。そうでない場合、ポリマーは程よく流れず、コーティングが困難となり、かつ
不均一なコーティング厚さをもたらすことになる。このプロセス温度においてコーティン
グ層ポリマーの粘度は、約５０Ｐａ．ｓ以下、好ましくは約３０Ｐａ．ｓ以下、より好ま
しくは約２０Ｐａ．ｓ以下であり、かつ一般に、少なくとも０．００５Ｐａ．ｓ、好まし
くは少なくとも０．１Ｐａ．ｓ、より好ましくは少なくとも１Ｐａ．ｓ、より好ましくは
少なくとも２Ｐａ．ｓ、より好ましくは少なくとも５Ｐａ．ｓ、特に少なくとも１０Ｐａ
．ｓであることが好ましい。ポリマーがその温度でそうした溶融粘度を示すべき一般的な
操作温度は、２００から２６０℃、特に２２０から２５０℃、より特に２３０から２５０
℃の範囲である。
【００７１】
　上記の溶融コーティング法では、コーティング液は、コーティングダイから、コーティ
ングを所望する基材上に直接施す。
【００７２】
　上記溶融コーティング法で好ましいコポリエステルは、上記のように、少なくとも２つ
のジカルボン酸、好ましくは芳香族ジカルボン酸と脂肪族ジカルボン酸から誘導されるも
のである。特に好ましいコポリエステルは、上記のように、セバシン酸およびテレフタル
酸と、脂肪族グリコール、好ましくはブチレングリコールとから誘導されるものである。
このようなコポリエステルは、良好な剥離性を提供し、引裂きの危険性を最小化するため
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に、１０℃未満、より好ましくは０℃未満、特に－５０℃から０℃の範囲、とりわけ－５
０℃から－１０℃の範囲のガラス転移点を有することが好ましい。さらに、このようなコ
ポリエステルは、十分なヒートシール結合を得るために、９０℃から２５０℃、より好ま
しくは１１０℃から１７５℃、特に１１０℃から１５５℃の範囲の融点を有することが好
ましい。
【００７３】
　ヒートシール可能な層が、最終的な収縮特性がそれに付与される前に基材に施されるの
で、上記のインライン溶融コーティング法は特に有利である。
【００７４】
　本発明の他の態様によれば、上記の方法、特に上記溶融コーティング法のステップを含
む方法で得られる、上記のような多層のヒートシール可能な収縮性フィルム、または上記
のような多層のヒートシール可能な収縮性フィルムを含む末端開放型チューブを提供する
。
【００７５】
　ポリマーフィルムの層の１つまたは２つ以上は、ポリマーフィルムの製造で通常使用さ
れる任意の添加剤を好都合に含むことができる。したがって、架橋剤、染料、顔料、空隙
形成剤（ｖｏｉｄｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）、潤滑剤、酸化防止剤、遊離基捕捉剤、ＵＶ吸収
剤、熱安定化剤、ブロッキング防止剤、表面活性化剤、スリップ剤、蛍光増白剤、光沢改
良剤、分解促進剤（ｐｒｏｄｅｇｒａｄｅｎｔ）、粘度調節剤および分散安定剤などの薬
剤を目的に応じて混ぜ込むことができる。特に、層は、製造の際の取り扱いと巻取性を改
善できる微粒子フィラーを含むことができる。微粒子フィラーは、例えば微粒子状無機性
フィラーまたは不相溶性樹脂フィラー、あるいはそのようなフィラーの２種以上の混合物
であってよい。
【００７６】
　「不相溶性樹脂」ということは、フィルムの押出および加工の際に受ける最も高い温度
で溶融しない、またはポリマーと実質的に混和しない樹脂を意味する。不相溶性樹脂の存
在は、通常空隙のある層をもたらす結果となる。そのことは、その層が少なくともある割
合の別々の閉じたセルを含むセル状構造体を含むことを意味する。適切な不相溶性樹脂に
は、ポリアミドおよびオレフィンポリマー、特にその分子内に６個までの炭素原子を含む
ホモーα－オレフィンのホモポリマーもしくはコポリマーが含まれる。好ましい材料には
、低密度および高密度オレフィンホモポリマー、特にポリエチレン、ポリプロピレンまた
はポリ－４－メチルペンテン－１、オレフィンコポリマー、特にエチレン－プロピレンコ
ポリマー、あるいはこれらの２つ以上の混合物が含まれる。ランダム、ブロックもしくは
グラフトコポリマーを使用することができる。
【００７７】
　微粒子状無機性フィラーには、通常の無機性フィラー、特にアルミナ、シリカ（特に沈
降性または珪藻土シリカおよびシリカゲル）およびチタニアなどの金属もしくはメタロイ
ド酸化物、仮焼陶土ならびにカルシウムおよびバリウムの炭酸塩および硫酸塩などのアル
カリ金属塩が含まれる。微粒子状無機性フィラーは、空隙性または非空隙性のタイプでよ
い。適切な微粒子状無機性フィラーは、均一であり、二酸化チタンまたは硫酸バリウムな
どの単一のフィラー材料もしくは化合物だけから本質的に構成されていてもよい。あるい
は、フィラーの少なくともある割合は不均一であり、主フィラー材料が追加の改質成分と
結合していてよい。例えば、主フィラー粒子を、顔料、洗剤、界面活性なカップリング剤
または他の改質剤などの表面改質剤で処理して、フィラーが層ポリマーと相溶する程度を
増大または変更させることができる。
【００７８】
　好ましい微粒子状無機性フィラーは二酸化チタンとシリカを含む。
【００７９】
　二酸化チタン粒子はアナターゼまたはルチルの結晶形態のものであってよい。二酸化チ
タン粒子は、主要部分がルチルである、より好ましくは少なくとも６０重量％、特には少
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なくとも８０％、とりわけ約１００重量％のルチルを含むことが好ましい。粒子は、塩素
化プロセスまたは硫酸化プロセスなどの標準的な手順によって作製することができる。二
酸化チタン粒子は、好ましくはアルミニウム、シリコン、亜鉛、マグネシウムまたはこれ
らの混合物などの無機酸化物でコーティングすることができる。コーティングには、８か
ら３０、好ましくは１２から２４の炭素原子を適切に有する、脂肪酸および好ましくはア
ルカノールなどの有機化合物を追加的に含むことが好ましい。ポリジメチルシロキサンま
たはポリメチル水素シロキサンなどのポリジオルガノシロキサンまたはポリオルガノ水素
シロキサンが適切な有機化合物である。コーティングは、水性懸濁液中の二酸化チタン粒
子に適切に塗布される。無機酸化物は、水性懸濁液中でアルミン酸ナトリウム、硫酸アル
ミニウム、水酸化アルミニウム、硝酸アルミニウム、ケイ酸またはケイ酸ナトリウムなど
の水溶性化合物から沈降したものである。二酸化チタン粒子上のコーティング層は、二酸
化チタンの重量に対して１から１２％の範囲が無機酸化物、および０．５から３％の範囲
が有機化合物であることが好ましい。
【００８０】
　無機性フィラーは微細に分割されていなければならず、またその体積分散メジアン粒径
（しばしば「Ｄ（ｖ、０．５）」値と称される、粒径に対する容積％の関係を累積分布曲
線上で読んで、全粒子の体積の５０％に相当する球相当径）が０．０１から５μｍ、より
好ましくは０．０５から１．５μｍ、特に０．１５から１．２μｍの範囲であることが好
ましい。
【００８１】
　無機性フィラー粒子の粒度分布も重要なパラメータであり、例えば、過大な粒子の存在
は見苦しい「斑点」を示す、すなわちフィルム中で個々のフィラー粒子の存在が肉眼で見
分けられるフィルムをもたらす可能性がある。無機性フィラー粒子のどれもが、実際に３
０μｍを超える粒子サイズを有していないことが好ましい。このようなサイズを超える粒
子は、当技術分野で知られているし別方法で除去することができる。しかし、し別操作で
、選択したサイズより大きい粒子をすべて除去することに必ずしも完全に成功するわけで
はない。したがって、実際には、個数で９９．９％の無機性フィラー粒子のサイズが、３
０μｍを超えるべきでなく、好ましくは２０μｍを超えるべきでなく、より好ましくは１
５μｍを超えるべきでない。無機性フィラー粒子の体積で、少なくとも９０％、より好ま
しくは少なくとも９５％が、体積分散中央粒径の±０．８μｍ、特に±０．５μｍの範囲
内にあることが好ましい。
【００８２】
　フィラー粒子の粒子サイズは、電子顕微鏡、コールターカウンター法、沈降分析法およ
び静的または動的光散乱法で測定することができる。レーザー光回折法をベースにした技
術が好ましい。メジアン粒径は、選択した粒径未満の粒子体積の割合を表す累積分布曲線
をプロットし、５０％分位点を測定することによって決定することができる。
【００８３】
　層の組成物の成分は従来の方法で一緒に混合することができる。例えば、層ポリマーを
得るモノマー反応剤と混合することによって、あるいは、回転ブレンディングもしくはド
ライブレンディングによって、または押出機中でのコンパウンディングによってポリマー
と混合し、続いて冷却し、通常顆粒またはチップに細分化することによって成分を混合す
ることができる。マスターバッチの技術を用いることもできる。
【００８４】
　１つの実施形態では、本発明のフィルムは光学的に透明で、ＡＳＴＭ標準Ｄ１００３に
よって測定して、＜１０％、好ましくは＜６％、より好ましくは＜３．５％、具体的には
＜２％の散乱可視光（ヘイズ）の％を有することが好ましい。この実施形態では、フィラ
ーは一般に少量だけ、通常所与の層の０．５％を超えない、好ましくは０．２重量％未満
存在する。
【００８５】
　他の実施形態では、フィルムは不透明で、高度に充填されており、０．１から２．０、
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より好ましくは０．２から１．５、より好ましくは０．２５から１．２５、より好ましく
は０．３５から０．７５、特に０．４５から０．６５の範囲の透過光学密度（ＴＯＤ）（
Ｓａｋｕｒａ　Ｄｅｎｓｉｔｏｍｅｔｅｒ；ｔｙｐｅ　ＰＤＡ６５；透過モード）を示す
ことが好ましい。フィルムに、有効量の不透明化剤をポリマーブレンド中に混入すること
によって、不透明性を付与することが好都合である。適切な不透明化剤には、本明細書で
前記したように、不相溶性樹脂フィラー、微粒子状無機性フィラーまたはこれらのフィラ
ーの２種以上の混合物が含まれる。所与の層の中に存在するフィラーの量は、層ポリマー
の重量に対して、１％から３０％、より好ましくは３％から２０％、特に４％から１５％
、とりわけ５％から１０重量％の範囲が好ましい。　不透明なフィルムの表面は、本明細
書に記載のようにして測定して、６０から１２０、より好ましくは８０から１１０、特に
９０から１０５、とりわけ９５から１００単位の白色度を示すことが好ましい。
【００８６】
　ヒートシール可能な層と接触している基材の表面を本明細書では一次側と称する。ヒー
トシール可能な層と接触している表面と反対側の基材表面を本明細書では二次側と称する
。基材の二次側はその上に１つまたは２つ以上の他のポリマー層またはコーティング材料
を有することができる。二次側の任意のコーティングは「インライン」で行うことが好ま
しい。
【００８７】
　１つの実施形態では、二次側の追加のコーティングは、特にフィルム基材がＰＥＴポリ
エステル基材である場合、フィルムの取り扱いと巻取性を改善するために、「スリップコ
ーティング」を含むことができる。適切なスリップコーティングは、架橋剤を任意選択で
さらに含む、アクリル系および／またはメタクリル系ポリマー樹脂の不連続層であってよ
い（例えば特許文献６参照）。その開示を参照により本明細書に組み込む。他のスリップ
コーティングは、ケイ酸カリウムコーティングを含むことができる（例えば特許文献７お
よび８参照）。これらの開示を参照により本明細書に組み込む。
【００８８】
　更なる実施形態では、接着を向上させるために、フィルムは、その１つの表面上、好ま
しくは基材の二次側上に、印刷可能もしくはインク受け入れ層、および任意選択でフィル
ムと印刷可能もしくはインク受け入れ層との間にプライマー層を有する（例えば特許文献
９、１０、６、１１および１２参照。これらの開示を参照により本明細書に組み込む）。
適切な印刷可能もしくは受け入れ層が開示されている（例えば特許文献１３、１４、１５
、１６、１７、１８および９参照。これらの開示を参照により本明細書に組み込む）。当
技術分野で知られているように、ヒートシール可能な層を「リバースプリント」すること
も可能である。
【００８９】
　好ましいインク受け入れ層はアクリル系および／またはメタクリル系ポリマー樹脂を含
む（例えば特許文献６参照）。好ましい吸収層ポリマーはアルキルアクリレートモノマー
単位とアルキルメタクリレートモノマー単位とを含む。好ましい実施形態では、そのポリ
マーはエチルアクリレートおよびアルキルメタクリレートを含む。アルキルメタクリレー
トはメチルメタクリレートであることが好ましい。好ましい実施形態では、アルキルアク
リレートモノマー単位は、約３０から約６５モル％の範囲の割合で存在し、アルキルメタ
クリレートモノマー単位は約２０から約６０モル％の範囲の割合で存在する。特に好まし
い実施形態では、ポリマーは約３５から６０モル％エチルアクリレート、約３０から５５
モル％メチルメタクリレートおよび約２から２０モル％メタクリルアミドを含む。このよ
うなポリマーは、水性分散液、あるいは有機溶媒中の溶液として基材に塗布することがで
きる。水性媒体からの塗布が好ましい。ポリマー組成物はすでに配向しているフィルム基
材に塗布することができる。しかし、プライマーコーティング剤の塗布は、延伸操作の前
または延伸操作中に行うことが好ましい。基材が二軸配向されている場合、インク受け入
れ層は、二軸延伸操作の２つの段階（縦方向および横方向）の間で塗布することが好まし
い。
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【００９０】
　本発明の更なる態様によれば、多層ポリマーフィルム壁を含む末端開放型チューブの製
造方法であって、前記方法が、
　（ｉ）５５から１００℃の温度範囲にわたって約０から約５０％の一方の方向（好まし
くは縦方向）の収縮度、および５５から１００℃の温度範囲にわたって約５から約７０％
の他方の方向（好ましくは横方向）の収縮度を有するポリマーフィルム基材を形成するス
テップと、
　（ｉｉ）基材とヒートシール可能な層それぞれのフィルム形成ポリマー材料の同時押出
によって、あるいは、基材の表面をヒートシール可能な層のポリマー材料でコーティング
することによって提供されるヒートシール可能な層を、前記ポリマーフィルム基材の第１
の表面上に提供するステップと、
　（ｉｉｉ）ヒートシール可能な層に接触している表面の反対側の基材表面上に、印刷可
能なもしくはインク受け入れ層を任意選択で提供し、前記印刷可能なもしくはインク受け
入れ層上に任意選択で印刷するステップと、
　（ｉｖ）複数の組の実質的に平行なミシン目をフィルム中に形成することによって、フ
ィルム中に任意選択で複数の分離手段を組み込むステップと、
　（ｖ）例えば、フィンシールまたはオーバーラップシールを用いて、フィルムの一方の
端部をフィルムの他方の端部とシールすることによって、末端開放型チューブを形成させ
るステップと、
　を含む方法を提供する。上記の末端開放型チューブの製造のための方法において、ステ
ップ（ｉｖ）はステップ（ｖ）の後に実施してもよいが、ステップ（ｖ）の前に行うこと
が好ましい。「フィンシール」は、フィルムの２つの端部を、図３ａに示すように接触部
が２つのヒートシール可能な層の間であるように、接触させることによって形成させるこ
とができる。「オーバーラップシール」は、フィルムの２つの端部を、図３ｂに示すよう
に、接触部がフィルムの一方の端部のヒートシール可能な層と、フィルムの他方の端部の
基材層との間にあるように、接触させることによって形成させることができる。ヒートシ
ール結合は、通常の装置を用いて、接触のエリアに温度と任意選択的に圧力をかけて形成
させることができる。フィンシールまたはオーバーラップシールを、フィルムの各端部の
約０．５から２ｃｍの領域と、フィルムの他方の端部とを接触させることによって実施す
ることが好都合である。ヒートシール結合は、約１１０から約１５０℃の範囲の温度で形
成することができる。
【００９１】
　本発明の他の態様によれば、予め加工されたオーブン加熱用料理用の受け器として適し
ている容器のための包装材の製造における本明細書で説明の多層ポリマーフィルムの使用
であって、前記包装材は前記容器がその中に配置されている末端開放型チューブまたはス
リーブの形態であり、前記包装材の第１の（ふた）部分が前記容器をシールし、前記包装
材の第２の（基礎）部分が、前記オーブン加熱用料理の料理サイクルの前に、前記第１の
（ふた）部分から分離され得るフィルムの使用を提供する。
【００９２】
　本発明のさらなる態様によれば、予め加工されたオーブン加熱用料理用の受け器として
適している容器としての本明細書で説明の末端開放型チューブの使用であって、前記容器
が前記末端開放型チューブの中に配置されており、前記包装材の第１の（ふた）部分が前
記容器をシールし、前記包装材の第２の（基礎）部分が、前記オーブン加熱用料理の料理
サイクルの前に、前記第１の（ふた）部分から分離され得るフィルムの使用を提供する。
【００９３】
　容器は、例えば熱形成トレー、熱形成ボウルまたはブロー成型ボトルであってよい。容
器はポリエチレンテレフタレートなどのポリエステルまたはポリプロピレン、ポリスチレ
ンで形成されていてよく、あるいはＰＶＤＣでコーティングされていてよく、またガラス
であってもよい。本発明は、ＡＰＥＴ／ＣＰＥＴ容器、特に包装食品または飲料品を包装
するのに適している熱成形トレーでの使用に特に適している。他の適切なタイプの容器に
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は、ホイルトレー（特にアルミニウムホイルトレー）、金属化したトレーおよびＰＥＴコ
ーティングしたカートンボードまたは板紙から成形したトレーが含まれる。特に有用なも
のは、金属化（特にフラッシュ金属化）ＰＥＴカートンボードから成形したトレーである
。例えば、トレーを、約０．０１から４．０の範囲の光学密度に金属化され、カートンボ
ードに積層されたＰＥＴから作製することができる。１つの実施形態では、トレーは（例
えば特許文献１９、２０および２１参照）、これらの文献に開示されているものなどの材
料から作製されたサセプタトレー、あるいはこれらの文献の開示によって作製されたサセ
プタトレーである。これらの開示事項を参照により本明細書に組み込む。
【００９４】
　本発明のさらなる態様によれば、予め加工されたインスタント食品用の受け器としての
使用に適した容器をシールするための方法であって、前記方法が、
　（ｉ）５５から１００℃の温度範囲にわたって一方の寸法（好ましくは縦方向の寸法）
に、約０から約５０％の収縮度、および５５から１００℃の温度範囲にわたって他方の寸
法（好ましくは横寸法）に、約５から約７０％の収縮度を有するポリマーフィルム基材を
形成するステップと、
　（ｉｉ）基材とヒートシール可能な層それぞれのフィルム形成ポリマー材料の同時押出
によって、あるいは、基材の表面をヒートシール可能な層のポリマー材料でコーティング
することによって提供されるヒートシール可能な層を、前記ポリマーフィルム基材の第１
の表面上に提供するステップと、
　（ｉｉｉ）ヒートシール可能な層に接触している表面の反対側の基材表面上に、印刷可
能なもしくはインク受け入れ層を任意選択で提供し、前記印刷可能な層もしくはインク受
け入れ層上に任意選択で印刷するステップと、
　（ｉｖ）例えば、フィルム中に複数の組の実質的に平行なミシン目を形成させることに
よって、フィルム中に任意選択で複数の分離手段を組み込むステップと
　（ｖ）前記フィルムの前記ヒートシール可能な層が容器と接触し、かつ前記分離手段が
存在するところで前記容器と接触しているフィルムの部分が、２つの前記分離手段の間に
ある前記フィルムの部分であるように、前記容器を覆いかつ囲んで前記多層ポリマーフィ
ルムを配置するステップと、
　（ｖｉ）前記フィルムと、前記容器の開放端部を規定する容器の表面との間のシールを
行い、それによって前記フィルムの「ふた部分」を規定するステップと、
　（ｖｉｉ）前記容器がチューブ内に位置するように、例えば、フィンシールまたはオー
バーラップシールを用いて、フィルムの一方の端部をフィルムの他方の端部とシールする
ことによって、末端開放型チューブを形成させるステップと、
　（ｖｉｉｉ）前記チューブが、容器を囲んで密接にかつしっかりとフィットするように
前記チューブの収縮を行うために、前記容器とシールされたチューブを熱に曝すステップ
と、
　を含む方法を提供する。
【００９５】
　上記の容器をシールする方法において、ステップ（ｖｉｉ）をステップ（ｖ）および（
ｖｉ）も前に行うことができるが、ステップ（ｖ）および（ｖｉ）の後に行うことが好ま
しい。さらに、ステップ（ｉｖ）はステップ（ｖｉｉ）の前または後で行えるが、ステッ
プ（ｖｉｉ）の前に行うことが好ましい。同様に、ステップ（ｉｖ）はステップ（ｖｉｉ
ｉ）の前または後に行えるが、ステップ（ｖｉｉｉ）の前に行うことが好ましい。
【００９６】
　本発明は、食品または飲料品を含む受け器、および本明細書で規定するようなポリマー
性チューブから形成される包装用スリーブを含むシールされた容器をさらに提供する。包
装用スリーブは、容器の開放端部を覆ってシールを形成するふた部分、ならびに容器の相
対する側面および下部側を囲む基礎部分を含み、その基礎部分とふた部分は、二組の実質
的に平行なミシン目などの２つの分離手段によって分離されている、または分離され得る
ことが好ましい。
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【００９７】
　シールされた容器は、当技術分野の技術者によく知られている技術で生産することがで
きる。包装される食品が容器中に導入された後、従来の技術および設備を用いて、ヒート
シール可能なフィルムもしくはチューブを温度および／または圧力をかけて貼る。多層の
フィルムもしくはチューブは、容器中でヒートシール可能な層が容器の表面に接触するよ
うに配置する。ヒートシールは、一般に約１１０から２００℃、好ましくは約１１０から
１５０℃の範囲、典型的には約１３０℃の温度で運転されるヒートシール設備を用いて実
施する。
【００９８】
　本発明は、電子レンジ内で加温することができる予め加工されたインスタント食品用の
受け器に関連する使用に特に適している。しかし、本発明は、通常の対流型オーブン、直
接輻射型オーブンおよび強制循環熱風型オーブンなどの他のどのようなタイプのオーブン
で加温されることを目的とした予め加工された料理にも適用することができる。
【００９９】
　ポリマーフィルムの特定の特性を測定するために、以下の試験方法を用いることができ
る。
【０１００】
　（ｉ）広角度ヘイズは、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３－６１によるＨａｚｅｇａｒｄ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　ＸＬ－２１１を用いて測定する。
【０１０１】
　（ｉｉ）白色度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３１３に記載の原理に基づいて、Ｃｏｌｏｒｇａｒｄ
　Ｓｙｓｔｅｍ２０００、Ｍｏｄｅｌ／４５（Ｐａｃｉｆｉｃ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ社
製）を用いて測定する。
【０１０２】
　（ｉｉｉ）ヒートシール強度は以下のようにして測定する。ミクロシールＰＡ２０１（
Ｐａｃｋａｇｉｎｇ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ　Ｌｔｄ、Ｅｎｇｌａｎｄから入手）トレー
シール機を用いて、温度１８０℃、圧力８０ｐｓｉで２秒間で、フィルムを、ヒートシー
ル可能な層で標準ＡＰＥＴ／ＣＰＥＴトレーにシールする。シールされたフィルムとトレ
ーのストリップをシールに対して９０°で切り出し、シールを引き離すのに要する負荷を
、インストロンを用いて０．２ｍ分－１のクロスヘッド速度で操作して測定する。通常こ
の手順をさらに４回繰り返して、５回の結果の平均値を算出する。
【０１０３】
　（ｉｖ）所与の温度での収縮度は、加熱した水浴中に、その温度で３０秒間サンプルを
入れて測定する。複数のフィルムサンプルを用いて、５５から１００℃の範囲にわたる収
縮挙動を、この範囲の種々の温度、一般に５から１０℃の間隔の温度で測定する。
【０１０４】
　本発明を以下の実施例によってさらに示す。これらの実施例は例示のためだけであって
、上記のような本発明を限定するものではないことを理解されるであろう。本発明の範囲
を逸脱しないで細部の変更を行うことができる。
【実施例】
【０１０５】
(実施例１)
　１８モル％のエチレンイソフタレートと８２モル％のエチレンテレフタレートのコポリ
エステルを含むポリマー組成物を押出した。フィルムを冷却した回転ドラム上に流延し、
次いで１．０２の比で前進方向に延伸し、次いで、メルトコーターに通してセバシン酸／
テレフタル酸／ブチレングリコール（５０／５０／１００；－４０℃のＴｇ；１１７℃の
Ｔｍ）のコポリエステルでコーティングし、次いで、ステンターオーブンに約９０℃温度
で通して、フィルムを横方向に、その元の寸法の約３．８倍に延伸した。通常の方法によ
るフィルムの熱処理は行わなかったが、周囲温度になった後でフィルムを巻き取った。ヒ
ートシール可能なポリマーの厚さは３μｍであり、フィルムの全厚さは３９μｍであった
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【０１０６】
　フィルム収縮度を本明細書に記載の手順によって測定し、縦方向では５％、横方向では
４５％であることが分かった。
【０１０７】
　フィルムの一部（「ふた部分」）がトレーを覆い、フィルムの残りの部分がトレーの壁
を越えて拡がるように、上記の手順によって作製された多層フィルムを、ＡＰＥＴ／ＣＰ
ＥＴトレー（Ｆａｅｒｃｈ　Ａ／Ｓ、Ｄｅｎｍａｒｋ）を覆って置いた。Ｓｅｎｔｉｎｅ
ｌ　Ｈｅａｔ　Ｓｅａｌｅｒ（Ｐａｃｋａｇｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ、ＵＳＡ）を
用いて、温度１３０℃、圧力４０ｐｓｉで０．５秒間でトレーをシールした。
【０１０８】
　フィルムの２つの相対する端部を、トレーの相対する側面を囲んで包み、フィルムの各
端部の約１ｃｍ分が２つのヒートシール可能な表面と互いに密に接触するように、トレー
の下部面上で合わせた。通常の装置で温度（約１３０℃）と圧力をかけ、２つの端部をヒ
ートシールすることによってフィンシールを形成させた。
【０１０９】
　容器を囲んで密でしっかりとした包装を提供するために、次いでトレーの下部側に１０
０℃で５秒間をかけてチューブの収縮を行った。
(実施例２)
　ヒートシール可能な層を塗布した表面の反対側の基材の表面に追加の層を塗布したこと
以外は、実施例１の手順を繰り返した。追加の層は印刷可能な層であって、エチルアクリ
レート（ＥＡ；４８モル％）、メチルメタクリレート（ＭＭＡ；４８モル％）およびメタ
クリルアミド（ＭＡ；４モル％）のコポリマーの固形分４６％の水性分散液を含む、ＡＣ
２０１（登録商標）（Ｒｏｈｍ　ａｎｄ　Ｈａａｓ）を含有した。印刷可能な層は、前進
方向の延伸ステップの後で横方向の延伸ステップの前に、従来技術によって基材に塗布し
た。
(実施例３)
　１８モル％のエチレンイソフタレートと８２モル％のエチレンテレフタレートとのコポ
リエステルを含むポリマー組成物を、テレフタル酸／１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル／エチレングリコール（１００／３３／６７）のコポリエステルと同時押出して、コア
層（Ｂ）がエチレンイソフタレート／エチレンテレフタレートコポリエステルであるＡＢ
Ａ構造体を形成させた。フィルムを冷却回転ドラム上に流延し、次いで１．０２の比で前
進方向に延伸し、次いで、メルトコーターに通して実施例１で説明したようにヒートシー
ル可能なポリマーでコーティングし、次にステンターオーブンに約９０℃の温度で通して
、フィルムを、横方向にその元の寸法の約３．８倍に延伸した。通常の方法によるフィル
ムの熱処理は行わなかったが、周囲温度になったフィルムを後で巻き取った。ヒートシー
ル可能なポリマーの厚さは３μｍであり、フィルムの全厚さは３９μｍであった。
【０１１０】
　次いで、シールされた容器を実施例１の手順によって作製した。
(実施例４)
　１２モル％のエチレンイソフタレートと８８モル％のエチレンテレフタレートとのコポ
リエステルを含むポリマー組成物を、テレフタル酸／１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル／エチレングリコール（１００／３３／６７）のコポリエステルと同時押出して、コア
層（Ｂ）がエチレンイソフタレート／エチレンテレフタレートコポリエステルであるＡＢ
構造体を形成させた。フィルムを冷却回転ドラム上に流延し、次いで１．０２の比で前進
方向に延伸し、次いで、メルトコーターに通して、実施例１で説明したようにヒートシー
ル可能なポリマーでコーティングし、次にステンターオーブンに約９０℃の温度で通して
、フィルムを横方向にその元の寸法の約３．８倍に延伸した。通常の方法によるフィルム
の熱処理は行わなかったが、周囲温度になった後でフィルムを巻き取った。ヒートシール
可能なポリマーの厚さは２μｍであり、フィルムの全厚さは３８μｍであった。
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【０１１１】
　次いで、シールされた容器を実施例１の手順によって作製した。
(実施例５)
　１０モル％のエチレンイソフタレートと９０モル％のエチレンテレフタレートとのコポ
リエステルを含むポリマー組成物を、テレフタル酸／１，４－シクロヘキサンジメタノー
ル／エチレングリコール（１００／３３／６７）のコポリエステルと同時押出して、コア
層（Ｂ）がエチレンイソフタレート／エチレンテレフタレートコポリエステルであるＡＢ
Ａ構造体を形成させた。フィルムを冷却回転ドラム上に流延し、次いで１．１２の比で前
進方向に延伸し、次いで、ステンターオーブンに約９０℃の温度で通して、フィルムを横
方向にその元の寸法の約３．８倍に延伸した。フィルムを、１３０℃の温度で通常の方法
で熱処理した。次いで、熱処理したフィルムを、セバシン酸／テレフタル酸／ブチレング
リコール（５０／５０／１００）のコポリエステルを用いて、通常の溶媒コーティング手
段でオフラインコーティングして、２μｍの乾燥コーティング厚さを得た。フィルムの全
厚さは３９μｍであった。
【０１１２】
　本明細書で説明したようにして、フィルム収縮度を測定し、縦方向では２％、横方向で
は２５％であることが分かった。
【図面の簡単な説明】
【０１１３】
【図１】基材層（１）、ヒートシール可能な層（２）および印刷可能な層（３）を含む本
発明によるフィルム（４）の断面図を示す図である。
【図２】食料品（５）をその中に有する容器（６）にヒートシールした後のフィルム（４
）の断面図を示す図である。ヒートシール層（２）は最上部に基材層（１）を有する容器
と接触している。ヒートシールは矢印を付けた位置で行われる。
【図３ａ】フィンシールの形成の直前の、フィルム（４）で囲った容器（６）を示す図で
ある。
【図３ｂ】オーバーラップシールの形成の直前の、フィルム（４）で囲った容器（６）を
示す図である。
【図４】収納されたものを囲んで、チューブをしっかり密着させるためにフィンシールし
、熱収縮させた本発明のチューブで囲った容器（６）の断面図を示す図である。矢印（７
）はミシン目の位置を示す。
【図５】コーティングダイ（１３）からのコーティング液（１２）で溶融コーティングさ
れているポリマー性の基材（１１）を示す図である。前記ダイは分配チャンバー（１４）
、供給スロット（１５）、下流リップ（１６）および上流リップ（１７）を備える。基材
（１１）とダイリップ（１６、１７）は、コーティングビード（１９）がその中で形成さ
れるコーティングギャップ（１８）を規定する。フィルムは矢印で示された方向へ移動し
ている。
【図６】押出コーティングの手順を示す図である。各要素の番号は図５のものに対応する
。
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